
１　重要な会計方針
　(1) 固定資産の減価償却の方法
　　　建物は旧定額法及び定額法、什器備品及び車輌は定率法による減価償却を実施している。
  (2) 退職給与引当金の計上基準
      退職給与引当金は期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。
  (3) 消費税等の会計処理
      消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
  
２　基本財産および特定資産の増減額およびその残高
　　　基本財産および特定資産の増減額およびその残高は、次のとおりである。

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産
　土地 568,000,000 0 0 568,000,000
　建物 46,256,011 0 1,530,530 44,725,481
　基本金積立金 449,450,562 0 0 449,450,562

小計 1,063,706,573 0 1,530,530 1,062,176,043
特定資産
　退職給与積立金 137,910,800 7,095,301 19,865,300 125,140,801
　長期貸付金 16,344,000 500,000 4,354,601 12,489,399
　減価償却積立預金 193,050,064 7,821,312 0 200,871,376
　公益充実資金 0 159,777,534 400,000 159,377,534
　研究奨励積立預金 10,500,000 0 10,500,000 0
　受講者減少積立金 119,917,534 0 119,917,534 0
　資産取得準備資金 12,000,000 0 9,360,000 2,640,000

小計 489,722,398 175,194,147 24,619,901 500,519,110
合計 1,553,428,971 175,194,147 26,150,431 1,562,695,153

３　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
 基本金土地 568,000,000 0 568,000,000
 基本金建物 85,029,438 40,303,957 44,725,481
 建　　　物 298,045,684 142,853,697 155,191,987
 什器備品 17,224,741 15,796,108 1,428,633
 車　　　輌 2,018,541 1,917,614 100,927

合　　計 970,318,404 200,871,376 769,447,028
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